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研究要旨 

近年、難病診療における複数の医療職で構成した多職種連携サポートチームの活動の有効とされてい
るが、その実態は多様である。国は平成 30 年度より難病医療供給体制の構築を目的として中核的役割
を担う難病診療連携拠点病院の設置を進めているが、今回、平成 30年 10 月時点で難病診療連携拠点病
院に指定された 14都県 25医療機関を対象に、多職種連携サポートチームの活動状況について調査した。
回答した医療機関では多職種連携診療・ケアサポートチームの活動実態はなかったが、多職種連携サポ
ートチームによる診療・ケアを「必要」とした回答が 6割以上を占めた。一方、多職種連携サポートの
活動には診療報酬算定等の医療機関へのメリットが必要という意見が多数あり、新たな難病医療供給体
制の構築に更なる検討が必要と思われた。 

 

A. 研究目的  

近年、入院診療における多職種が連携して診療
サポートを行う、多職種連携サポートチームの必
要性が注目されている。この取り組みは、急性期
疾患の診療現場のみでなく、慢性的に病状が進行
し、医療ニーズが高くなる重症難病にも需要があ
ると考えられる。一方、平成 30年度に新たな難病
診療提供体制の構築の一環として、難病診療の中
核を担う、難病診療連携拠点病院の設置が進めら
れているなかで、難病を対象とした多職種連携診
療の内容は、現状の診療体制では多彩であると考
えられる。今回、難病診療連携拠点病院における、
難病に対する多職種連携サポートチームの実態
を把握する目的でアンケート調査を行なった。 

 

B. 研究方法  

方法は、平成 30 年 10 月時点で難病診療連携拠
点病院に指定された 14 都県、25 医療機関を対象
にアンケート調査を行なった。別紙（添付）のア
ンケートを作成し、厚労省を介して都県難病対策
課より難病診療連携拠点病院宛てに送付し、都県
の難病対策課から回答を回収した。１つの都県に
複数の難病診療連携拠点病院を有する場合に、回
答が集約されているため、結果は都県ごとの回答
で表した。 

(倫理面への配慮) 
本研究は個人情報を収集するものではなく、対

象者にも不利益は生じない。よって倫理的にも影
響はないと考えられる。 

 

C. 研究結果 

平成 31 年 1 月 19 日時点で、8都県(茨城県、岡
山県、石川県、青森県、福井県、高知県、岩手県、
東京都)から回答を得た（8/14 都県： 57.1%）。ま
ず質問１にて、難病診療における多職種連携サポ
ートチームの活動の有無については、回答した全
ての難病診療連携拠点病院では、難病診療におけ
る多職種連携サポートチームの活動実績がない
ことが明らかとなった。そのため、質問 2に挙げ
た内容である構成職種などの詳細に関する回答
は得られなかった。一方、難病診療における多職
種連携サポートチームの必要性に関する質問3に
ついては、「必要あり」が5都県（5/8都県：62.5%）、
「必要なし」が 2都県（25%）であった。また、1
都県は無回答であった（12.5%）。「必要あり」とし
た回答の理由について、アンケートによる回答と
自由記載による回答を得た。「必要である」とした
理由に関するアンケート回答は、各々、１）難病
は複雑な病態であるため各診療科の連携が必要
である（5/5 都県：100%）、2）難病診療には様々
なケアサポートが必要である（5/5 都県：100%）、
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3）積極的に地域に貢献できる（3/5 都県：60%）、
4）医師のみでは難病診療において評価・ケアが十
分とは言えない（5/5 都県：100%）、5）様々な職
種が関わることで、より良い難病診療を行うこと
ができる（5/5 都県：100%）であった。 

自由記載による回答は、「必要とした」都県から
は、1）現状ではサポートチームの活動はないが、
難病を対象とした多職種連携サポートチームの
必要性は感じている。しかし、チーム活動におい
て診療報酬算定などのメリットがなければ、多職
種連携サポートチームの活動は不可能である。2）
既に難病に寄らず、褥瘡、栄養、緩和に関する多
職種連携診療サポートが存在するが、難病診療に
おける多職種連携サポートチームの活動が別途、
診療報酬算定の対象とならなければ、病院の中の
活動に理解が得られない。3）難病診療における多
職種連携サポートチームの必要性は感じるが、通
常業務が多忙であり、診療報酬の面でメリットが
ないと活動をすることは難しい。4）難病診療にお
ける多職種連携チームには、摂食・嚥下に関する
チームが必要である。5）退院調整のための職種も
チームに参加すると、転院や難病診療協力病院等
との連携がしやすい。 

一方、「必要ない」と回答した都県の自由記載は、
1）通常の診療において多職種が介入しており、敢
えて難病診療に特化しなくとも多職種連携サポ
ートチームを作る必要性を感じない。2）そもそも
難病診療には多職種が連携する必要はない。 

 

D. 考察 

平成 30 年度からの新たな難病診療提供体制の
構築における、難病診療連携拠点病院の役割は、
1）難病診療における急性期・高度医療の提供、2）
一般病院・診療所を対象とした難病の診療等に関
する研修の提供、3）一般病院・診療所への紹介・
逆紹介等の連携業務が挙げられている。一言で難
病診療と言っても、疾患は多彩である。また同じ
疾患であっても、患者の個々の病態もまた多様で
ある。これらの業務においても、医師・看護師な
ど限定された職種が単独で対応するのではなく、
多職種がチームで患者の問題点を共有して診療
やケアの方針を検討していくことは、急性期・高
度診療に限らず、難病診療を検討していく上で重
要と考えられる。 

今回のアンケート調査の結果では、回答を得た
全ての難病診療拠点病院では、多職種連携サポー
トチームによる診療活動はなかった。これについ
ては、アンケートは全て回収されている訳ではな
いが、都県ベースの回答としては、約 6割と半数
以上の都県からのもとすれば、現時点での難病診
療連携拠点病院においては、難病診療における多
職種連携サポートチームによる診療活動は、ほと
んどないと考えられた。 

しかし、難病診療に対して多職種が関わってチ
ームによる診療活動を行う必要性については、回
答した都県の 6割以上で「必要あり」という回答
を得た。ただし、「必要あり」とはしたものの、実
際には難病診療における多職種連携サポートチ
ームによる診療活動を実践するには難しいとい
う意見が多かった。その理由として、通常業務が
多忙であるだけではなく、診療報酬算定などの医
療機関のメリットがなければ院内での活動に理
解が得られにくいというものであった。 

現在は、人工呼吸器装着患者の早期離脱を目的
とした呼吸サポートチーム、末期心不全患者に対
する緩和医療を目的としたチーム診療は診療報
酬算定の対象となっているが、最も多職種の関わ
りが必要と思われる人工呼吸器を装着する必要
性が高い、重症難病患者の診療においては診療報
酬算定の対象とはなっていない。今後は難病診療
においては重症度や医療ニーズに合わせて、ある
条件によっては多職種連携サポートチームによ
る診療活動を診療報酬算定の対象とする等、難病
診療連携拠点病院が難病診療等の役割を積極的
に遂行し得る体制の構築を検討する必要がある
と考えられた。 

難病診療における多職種連携サポートチーム
は「必要なし」とした回答は約 2割あり、その理
由としては通常の診療と同様の内容、または敢え
て難病診療に特化したチーム診療は不要という
意見であった。一般的な診療または多職種のサポ
ートを必要としない患者に対する診療では、医
師・看護師などの医療職が関われば十分な場合が
多い。しかし、医療ニーズが高い、重症難病患者
においては多職種の関わりが必要であり、難病を
診療する役割を難病診療連携拠点病院にも何ら
かのメリットが生じることができれば、拠点病院
の難病診療の意義や重症難病患者の療養生活に
おける QOL の向上が期待できると思われた。 
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E. 結論 

医療ニーズの高い、重症難病に対する多職種連
携サポートチームの活動実態を平成 30 年度に新
たに指定された難病診療連携拠点病院を対象に
アンケート調査した。結果、難病診療連携拠点病
院では多職種連携サポートチームの活動はなか
ったが、多くの施設では、その必要性があると回
答した。一方で、日頃の診療においても多忙であ
る上、難病診療に対して診療報酬算定がない等の
医療機関へのメリットがなければ、充実した難病
診療体制の構築が遅れる可能性も考えられた。難
病診療における多職種連携サポートチームが難
病診療連携拠点病院において活動しやすい環境・
体制の構築を検討していくことが、今後の課題の
一つとなると考えられた。 
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